
令和3年度 予算案の概要

(厚生労働省医政局)

令租3年度 予算案 (A) 2, 239億49百万円
〔うち､東日本大震災復興特男山会計 54億50百万円〕

令和2年度 第三次補正予算案 (B) 1,2･75億59月万円

(A)+ (B)-3,5′15億 8百万円

令和2年度 当初予算額 (C)

(A)'との差引増減績

2,231億50百万円､

7億99百万円
(対前年度比 :100..4%)

(A) + (B)との差引増減額 1,283億58百万円

(対前年度比 :157.5%)

(注) 計数には､厚生労働科学研究費補助金等は含まない｡

(注) 令和2年度当初予算額は､臨時 ･特別の持直 (32億円)及び独立行政法人国立病院機構運営費
交付金 (150億円)を除く｡

令和3年度 予算案における厚生労働省医政局の主な施策①

○ 地域医療構想の実現に向けた取組の推進

･地域囲衰介護総合石野基金

･病床機能再編支援事業

･医療機能の分化･連携に向けた具体的対応方針に対する病院支援事莱

･入院･外来機能の分化･連携推進に向けたデータ収集･分析

･かかりつけ医槍能の弓封ヒ･活用l

･地域医療構想･医師偏在対策推進支援事業

･普及事業

○ 医師の地域間･診療科間偏在の解消など医師偏在対策の推進

･認定制度を5印 した医師少数区域等における勤務の推進事業
丁総合診療医の養成支援等

･医師等の地域偏在･診療科偏在対策に向

○厚師･医療従事者の働き方改革

の推進･勤務医の労働時間短縮の推進･働きやすく働きがいのある職場づくりに向けた環

境の整備･新たな制度設計等への

支援･細織マネジメント改革の推進等
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令和3年度 予算案における厚生労働省医政局の主な施策②

○ ウイズコロナ時代に対応した医療提供体制の構築

･独立行政法人福祉医療機構の医療貸付事業等 ※貸付原資として1.69兆円財政融資

･遠隔国表設備整備事業

･新型コロナウイルスの影響に係る看護職員卒後フォローアップ研修事業

･｢医療のお仕事Key州et｣等を活用した医療人材の確保
･新興･再興感染症対応にかかる国立国際医療研究センタ-の体制弓封ヒ

･災害医療体制の推進

･ドクターヘリも導入促進事業
･救急･周産期医療体制などの推進

○ デ｣タヘルス改革の推進

○ 高し噴q薬力及び医療機器開発力を持つ産業構造べの転換

○ -医療分野の研究開発の促進

○ 医療の国際展開の推進

6.0億円

0.3億円

0.7億円

13億円

34億円

75億円

456億円

4.5億円

12億円

3ノ声1億円

24億円

令和2年度 第三卿 甫正予算案における
厚生労働省医政局関連の主な施策

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止
･診療･検査医療機関の感染拡大防止等の支援

･医療機関･ 等の感染拡大防止等の支援

･琴療資格者等の労災給付の上乗せを行う医療機関等への補助I
･ 医療機関等情報支援システム(駐MIS)の機能拡充等

･遠隔医療設備整備事等
･国立病院機構における医療提供体制の整備等

.
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医療技術実用化総合促進事業 (国際共同臨床研究実施推進プログラム)

212億円

858億円

0.8億円

15億円

3.7億円

102億円

2.0億円

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金による支援[健康局予算案] 1.2兆円

新型コロナ患者相談･受入れ施設に対する

医療

ビス事業[健康局予算案] 3.0億円

･福祉事業者への資金繰り支援[社会･援護局予算案]

○ デジタル改革の実現
･､保健匪劇覇艮拡充システム開発事業

･覇朝市等養成所におけるICT等の整備
亡-I

O 経済構造の転換･イノベーション等による生産性向上
･マスク等国内生産･

･医薬品安定確保のための原薬等設備整備の支援防災･減災､国土強靭化の推進など安全･安心の確
保･令和2年7月豪雨等による災害対

応Jl 1

,





主要施策

I.人E)減少･高削ヒやウイズコロナ時代に対応した

① 地域医療構想の実現に向けた取組の推進2025年を見据えた地域医療構想の実現に向け､病床の機能分化･連携等に関する取組を進ゆるとともに､感染症対応の観点も踏まえた医療提供体制構築を推進するため､引き続き､地域医療介護総合確保基金による支援を行う｡また､医療鍵事者の碑保に関する事業について､今後の新興 ･再興感染症の拡大期に備えた各都道府県の準備･検討状況も踏まえっつ､感染防止対策等に関連する研修実施に対応できるよう支援を行う｡

さらに､勤務医の働き方改革の推進のため､勤務

環境準善に取り組む医療機関に対し地域医療介護総合確保基金による支援を行う｡----lL---I----------lL---llL-----lLl-lI-■■--■■--------■-----IL-lL-I--------lLI--■■---■■l



③医療従事者の確保に関する事業(事革区分Ⅳ)

公費 49,066百万円(国 32,710百万円､地方 16,355百万円)の内数

~医師等の偏在の角酎肖､医療機関の勤務環境の改善､チ-ム医療の推進等の事業に助成すること

により､医師､看護師等の地戒に必要な質の高い医療従事者の確保･養成を推進する事莞

④勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業(事業区分Ⅵ)

公費 14,300百万円(国 9,533百万円､地方 4,767百万円)

勤務医の働き方改革を推進するため､地域医療において特別な役割があり､かつ過酷な勤務環
境となっていると者随府県知事が認める医癖幾関を対象とし､医師の労働時間短縮に向けた総合

的な取組に対して助成を行う事業 (勤務医の労働時間短縮の推勤占

地域医療構想の実現に向け､今後､重点支援区域等における医療機関の病床機能

の再編等に関する議論を進めていく中で､地戒の医療機関が再編に伴う財政的な課題に対芯できるよう支援規模の拡充を図った上で､消費税財源を充当

し､｢地域医療構想の達成に向けた医



新型コロナウイルス感染症の流行が見られるなかで､かかりつけ医機能の

重要性が再認識されセいる｡ 医療関係団体等による､かかりつけ医機能強化

の取組に係る情報を収集するとともに､かかりつけ医機能に係る好事例の

横展開等を行 う｡地域医療構想の実現及び医師偏在の解消に向けた

取組を⊥体的に進めるため､厚生

労働省､都道府県､地域医療構想アードパイザーなど関係者が､国の方針や地域の実情についで情報共有､意見交換

を行 う場を開催する等､各地域における取組の推進や課題解決に向けた支援を

行 う｡∫ ② ウイズコロナ時代に対応した rJの構築【令和2年度第三次補

正予算案】〇･診療･検査医療機関の感染拡大防止等の支援

212億円染拡大防止等の支援を行う｡○ 医療機関･ えた緊急的臨時的な対応として､診療･検査医療機関における感等の感染拡大防止等の支援

858億円kの影響を踏まえた緊急的臨日朝勺な対芯として

､歯科を含む保険医癖幾関･保険薬局･指定訪問看護事業者･助産所における○ 医療資格者等の労災給付の上乗せを行う医療機関等への補助 82百万

円新型コロナ



○ 看護師等養成所におけるICT等の整備 315百万円

新型コロナウイルス感無産の影響により､看護師等養成所において遠隔授業やICTを活用し

た教育体制整備が必要な実情を踏まえ､財政支援を行う.-

○ 国立病院機構における鰍 締りの整備

国立病闘魂構において､新型コロナウイノ

め､必要な医療機器等の設備整備に対する支援を行う｡

9,346百万円こ対応する体制を整除するた○ 国立病院機構における新型コロナウイル

ス感染症対応にかかる研修事業 894百万円国立病闘幾情において､広く地域の医

療機関等の関係者に対し､地域の実情に応じた新型コロナウイルス感染症

対応にかかる研修を実施するために必要な支援を行う｡○ 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金によ

る支援新型コロナウイ 1.2兆円[健康局予算案に計上]し､引き続き､都道府県が地戒の

実情に応じて行う､五島医療機関等の病床確保や軽症者の宿泊療養施設の確保､外国人対応の充

実などを支援し､医鮒 締り等の弓釘ヒを図る｡○ 新型コロナウイルス感動走患者相

談､･受入れ施設に対する ビス事業L′ 296百万円

[健康局予算案に計上]外国人患者を受け入れる医療機関等に対して､多言

語の電話通訳サービスを提供する｡医療法人や社会福祉法人等に対して､医

療機関や社会福祉施設等の設置･整備又は経営に必要な資金の貸付けを行い､医療の普及及び向上並びに社会福祉

の増進を図る｡

また､新型コロナウイルス感染症の影響により休業した又は事業を軌 ､した

医療･福祉事業者の資金繰りを貢援するため､無利子･無担

保等の廟幾対応融資を引き続き実施する｡【令和2年度第三次補正予算案】○ 医療.手酌

上事業者への資金繰り支援llllll

lIII-■---+~-新型コロナウイ 1,037億円[社会･援護局予算案に計上]こより休業した又は事業を縮小した医療 ･福祉事業者の資金繰りを支援するため､独立行政法人福祉医療機構による無利子･無担保等の危機対応融資を引き続き実施するとともに､審査体制の拡充等を行う｡----■■■1-■----ー----ー---------■-■ll------■-■■■■-■■---■lll■■llll■----



都道府県を通じて､かかりつけ医によるオンライン診療を含め､遠隔医療 (逮隔病理診断･遠隔画像による診断及び助言 ･在宅患者に対する遠隔診細 め実施に必要なコンピューター機器 ･通信機器等の整備に対する補助を実施する｡_-I--■■l■-■---J--1-----1--Ⅰ-----■■1-1-----
1-1--ー-1-----l--■------I-1-J-J-1--1-------I-1--1-1

1: 【令和2年度第三次補正予算案】 :: ○ 遠隔医療設備整備事業 365百万円 :I I---J------------llL1-1-------111p---------------------------1------I--1-J--1----

新型コロナウイルネ感染症の影響により､基礎教育において｣修了要件相帯

たしつつも､経験が不足している臨床現場での学びを補うとともに､

リアリティショックを低減し早期離職を防止することを目的として､就業先の

新人看護職員研修では補えない領域や分野等の臨床現場での体験学習を主とす

る研修を実施する■ための必要経費を支援する｡ ･

新型コロナウイルス感染症に対応する中､医療従事者の確保が困難な地域に

おいても､地域医療を支える医療機関 ･保健



今後､発生が想定される南海トラフ土発生等に備えて､災害派遣医療チーム (DM
AT)事務局の体制強化や災害拠点病院等の体制弓釘ヒ

のための整備に対する支援等を行う｡また､今般の新型コロナウイルス感染

症の感染拡大を踏まえて､災害発生時にDMAT等が活動するに当たり､晦 自身が感染酎 王､また､感染を不用意に拡
L大させないよう､今

後の新興･再等に実施する

｡,【災害医療関係の主な

予算の内訳】･DMAT体制整

備事業･DPAT体制整備

事業･緊急災害日棚 療法患者支援事業

を想定した訓練･研修をDⅧ汀608百万円

57百万円7百万

円上記以外に有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業2,

516百万円を計上､是供体制僻 甫助金23,949百万円を活用

○

主な事業メニュー基幹災観 点病

院設備整衛事業､地組 点病院設備整備事業 等1｣｣

∵I 【令和2年度第三次補正予算案】○ 広域災害･救急圏酎青報システムの機能

拡充経費 514百万円.災害時にDMAT(災害派遣医療チ

ーム)が使用するアプリを開発し､通信が不安定な中でも情報照を行え

る環境を整除する等､広域災害･救急医療情報システム (EMIS)の改修を行う｡

日章補助金

46百万円被災した医療施設等の早期復旧を図る

ため､復旧に要する費用に対して補助を行う｡○ 医療コンテ○ 20百万円

医療コンテナ

について､移動型診療ユニツ十としてテント型や自走型と比較した際のメリット･デメリット､過去の災害時等における活用事例等について収集･分析を行う｡

54百万円

災害発生時において､通信確保の必要な医療施設の衛抑 確遅デ｣タ通信等の



○ 300百万円

災害発生時において､診頻難鮪巨を3日程度維持することが必要な医療施設の給水設備の土断定等

に必要な費用の-音瞬甫助を行う｡ .

自家発電装置施設整備事業 一279百万円

災害発生時において､診頻緋輪巨を3日程度維梓することが必要な医療施設の自家発電装置の増
設等に必要な費用の一書酔甫助を行う｡

208百万円

浸水想定区域に所在し､地戒の医療提供体制の観点から浸水想定国戒から移転することができ

ない医療機関に対し､医療用設備や電源設備の浸水深以上への移設や止水板の設置に必要な費用
の一書瞬甫助を行う｡

ブロック塀改修等施設整備事業 188百万円

偉懐の危険性があるブロック塀を保有する病院がその改修等のために必要な費用の二普瞬甫助を

行う｡

地域において必要な救急医療が適時適切に提供できる体制の構築を目指し

､早期の治療開始､迅速な搬送を可能とするドクター-クの適抗に必要な

経費の支援を拡充するとともに､基準額について必要

な見直しを行う｡【ドクター-リ関係の予算の内訳】･ドク

ター入り事業従事者研修事業･下クタ--リ症例デ｣タナ ス収集事業･ドクター-リ導入促進事業※ 7百万円

4･百万円7,517百万円※医療提供体制推進事業費補助金23,

949百万円の内数救急醐 酢締りの整備を図るため､重

篤な救急患者を24時間体制で受け入れる救命救急センターなど-の支援を行う｡

また､東京オリンピック･パラリンピシク競技大会開催に伴う救急酬 rJ

の整廟に必要な支援を行う｡【救急医療関係の主な予算



地域で安心して産み育てろことのできる医療

提供体制の確保を図るため､総合周産期母子医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの新

生児集中治療室 (NICU)､母体 ･胎児集中治療室 (MFICU)等へ必要

な支援を行う｡

また､分娩取扱施設が少ない地戒を対象に施設 ･設備整備及び産科医･産婦人科

医及び出生後の新生児管理を担う小児科医甲派遣に必要な経費を支援する｡

【小児･周産期医療関係の主な予算の内訳】･妊産婦モニタリング支援事業 (後

掲･14ぺ-ジ)･地域の分娩取扱施設設備整備事業 655百万円10

0百万円上記以外に医療提供体制僻 軸力金23,949百万円を活用○主な事業メニュー

周産期母子医療センター運営事業､NIC



｢歯科口腔保健の推進に関する基本的事項｣中間評価報告

書 (平成 30年9月)を踏まえ､地域の実情に応じた歯科口腔保健施策をさらに

推進するため､自治体における歯科疾患の予防及び歯科口

腔保健の推進体制の弓釘ヒ等の取組を支援するとともに､今後の歯租口腔保健施策の検討に必要な歯科保

障相見を事理量するための調査を実施

する｡また､｢歯科保健医療ビジョ

ン｣や新型コロナウイルス感染症-の対応等も踏まえた各地域での施策が実効的

に進められるよう､好事例の収集 弓沖政び周知等､歯科保健医療提供体制の

構嚢に向けて申り組む｡あわせて､歯科専門職間の連携を進め､より質の高い歯科医療を提供する観点

から､歯科衛生士 ･歯科技工士を確保するため､離職防止･復職支援のために

必要な経費を支援する｡【歯科口月到封建･歯科保健医療関



令和元年 11月の看護職員需給分科会中間とりまとめにおいて､看護職員確

保対策の推進として､｢新規養成｣｢定着促進｣｢復職支援｣の3本柱とともに､
)I｢領域 ･地劾 り偏在の調整｣も重要で

あることが明らかにされた｡これを踏まえ､地戒に必要な看護職員確保推進

事業等の地域･槻 リ偏在対策に必要な支援等を行う｡

′【看護職員の確保対策関係の予算の内訳】∫･中央ナースセン



医療機関のウェブサイトを適

正化するため､虚乍または誇大等の不適切な内容を禁止することを含めた医

療法改正を踏まえ､引き続きネットパ トロールによる監視事業を実施し､医業等に係る十群臣提供の適正化を推進する｡

(卦 医療用物資や医薬品等の確保対策の推進※ マスク等医療用物資の備蓄･医療機関等人の配布については､令和2年度第一次補正･第二次

補正予算の明許繰越による対応も含め検

討｡ LII-~【令和2年度第三次補正予算案】ノ

○マ

スク等国内生産･輸入実態把握等のための調査事業 50百万円こ必要なマスク等の

国内生産及び輸入の数量等について､正確な情報を手理量するとともに､有事の際の供給確保計画を検討するため､数量やサプライチェーン等に関する調査を

実施する｡○ 医薬品安定確保のため

の原薬等設備整備の支援海外依

存度の高し費用を補助する｡ しようとす

る製薬企業等に対し､ 3,000百万円‡の生産設備に係るI--1--1---I--I------1--1-----1--1-----1---1-1----1--------1-------1--------1-------
′

lJl.医師の地嚇 ･診療科司偏在の解消など匡貞腕 対鷺の推進ノ令和2年

度から医白砂 数区域等で勤務した医師の認定制度が開始した中で､認定を取得した医師が医白砂 数区域等に



地域において幅広い領域の疾患等を総合的に診ることができる総合診療医を養成 ･確保するための拠点を整備し､一貫した指導体制のもと､医学教育か

ら卒後の専門研修以降のキャリア支援まで継続的に行うことにより､医師の地域偏在､･診療科偏在の角酎肖を二層促進する｡

｣｢医師が一貫性のある卒前 ･卒後の養

成過程におし｢て､実践的かつ総合的な診療能力が早期に修得されるようこ

臨床実習前に医学生の態度 ･技能を評価するOSCE(客観的臨床能力試験)

の模擬患者 ･評価者を試行的に養成する経費を支援するとと



lH.医師･医療従事者の働き方改革の推進

勤務医の働き方改革を推進するため､地域医療において特別な役割があり､

かつ過酷な勤務環境となっていると都道府県知事が認める医療機関を対象とし

､医師の労働時間短縮に向けた総合的な取組に対して助成を行う｡(① 働きやすく働きがいのある職曹ゴくLJに向け

た環境の整備医師･看護師等の医療専門職から医師事務作業補助者や看漸甫助

者等の医療専門職効麦人材六のタスク･シフティングの推進を図るため､医療専

門職支援人材の業務内容や魅力の紹介を行うとともに､定着支援に資する研修プログラ



若手医師等､現場の医師の勤務環境を改善するため､核となる周産期母子医療センターにおいて､ICTにより集約的に垣適魂と胎児をモニタリングし､遠

隔地から現場の若手医師等に対し適切な助言等を行う｡これらの体制整備に必

要な設備や運営経費に

対する支援を行う｡｢特定行為トこ係る看護師の研修制度｣(平成27年

10月1月脚 の円滑な実施及び研修修了者の養成を促進するため､研修を実施する指定研機 関の

設置準備や運営に必要な経費を支援するとともに､研修を指導する指導者育成

のための支援等を行う｡また､効率的に修了者を養成するための研修方法等に

ついて､指定研働幾関における取り組みを検証するために必要な費用を支援

する｡② 2024年度の匡師への時間外労働



医師の時間外労働の上限水準のうち一定期間集利和羊特定高度技能の習得に

関連する診療業務を行う医師を対象とする集中的技能向上水準 (C-2十にっいて､特定高度痩能の審査を行うに当たって必要となる事項

や審査方法等の検討を行い､申請
様式､審査基数 審査方法等を策定するとともに､集中的技能向上水準 (C-2)の特定高度技能の

審査を行う｡上手な医療のかかり方についてウェブサイ ト等を通じて国民への周知 ･

啓発及て用斬牢を促すと､ともに､医療関係者､企業,/行政等関係者が一体

となって国民運動を広ぐ展開するためのイベントの開催等を行う｡-

--■l■■-1 【令和2年度第三次ネ柾 予算案】

○ 全国の病院等を検索できる匪劇窮民サイトの基盤構築経費

新型コロナウイ こおいて



J.

① 女性医師支援センター事業 141百万円

/I平成19年1月30日に開設した女性医師バンク

において､再就業を希望する女性医師の就掛 目談及び就業

斡旋等の再就業支援を行う｡また､女性医師の再就業における講習会等を開催し､女性医師の離職防

止及び再就業支援を図る｡② 女性医療職等の働き方支援事業

52百万円出産 ･育児･介護等における女性医師等をはじ

めとした医療職のキャリア支援を行う医療機関を普及させるため､中核的な役割を担う拠点医療機関の構

築に向けた支援を行う｡※この他､女性医療職等の離職防止及び再就業を促進するた

め､地或医療介護紐朝鮮呆基金を活用し､病院内保育所の運営費や施

設整備に対する支援を実施⊃l

V.データヘルス改革の推進保健医療情報を本人や本人の同意を得た全国の

医療機関等で確認できる仕組みに関し､今後の情報項目の更なる拡充に向け､2020

年中を∴目途に具体化する上程を踏まえ

､必要な実証事業等を行う｡※ なお､令和元年度に予算措置された医療情幸田ヒ支 によ

り､ー医療機関が相互に連携可能

な ｢標準化された電子カノレテ博巨鵬 を備えた電子カノレテ等の導入を支援する｡【令和2

年度第三次補正予算案】○ 保健匪劇簡艮拡充システム開発事業

970百万円保障医療僻臣を本人や本人の同意を得た全国の医
療幾関等で確認できる仕組みの対象となる情報項目を手術の情鞭などに拡大するため､必要なシステム改修を行う｡



iZ
V.高い劇薬力及び医療機器開発力を持つ産業構造への転換

厚生労働大臣の私的懇談会で

ある｢医療のイノベーションを担うベンチャー企業の振興に関する懇談会｣の報

告に基づき､｢ジャパン･ヘルスケアベンチャー･サミット｣の開催や､医療系

ベンチャーが抱える課題に対して､顧究開発､知財､薬事･保険､経営管理､国際展開等､豊富な知見を有する国内外の

人材 (サポート人柳 により総合的な支援を行うとともに､知財や市場性に関

する調査等を行い､事業戦略づくりを支援する｡∫また､大企業やアカデミアとの人材交流を活発化させるなど､

医療系ベンチャーの人材確保を支援する｡さらに､｢成長戦略実行計画 ･成長戦略フォローアップ ･令和2年度革新的事業活動に関する実行計画｣(令和2年7月 17日 定)にも記載された 2021年度に集中開催することを目指す ｢グローバル ･ベン

チャーサミット (仮称)｣･の枠組みを活用し､経済産業省等と連携して､

これまでのサミットで培われた人的ネットワークをさらに発展させるイベントを

開催することにより､医療系ベンIチャーのより｢層の振興を図る｡革新的バイオ医薬品及びバイオシミラーに関する研修内容の充実を行うこ

と



Vl.医療分野の研究開発の促進

臨床研究中核病院の体制を弓

靴 し､リアルワフ レドデータを用いた研究を推進するとともに､

臨床研究中核病院のAR●0機能※を活かしながら企業等とも連携を図り､医療技術の実用イヒの促進および人材の養成を行う｡

また､今般の新型コロナウイルス感染症の流行を契機として､わが国における迅速かつ質

の高い新興 ･再熱感染症に対する臨床研究 ･治験実施体制の重要性が改めて示唆

されたことから､新興･再 こ対する国際水準の臨床研究や医師主導治験体制の中心的役割を

担う日本の拠点を整備する｡※ ARO:AcademicResearchOrganizationの略b研究機関や医療機関等を有する大学

等が有する機能を活用して､医薬品開発等を含め､臨床研究 ･非臨床研

究を支援する糸臓｢アジア医薬品

･医療斬 掛 り調和グランドデザイン｣㈲ 口元年6月.20日健廉 ･医療戦略推進本書BikjtrJ-i)及び同実行戦略 (令和2年7月同本部決定)

に沿って整備を



JL

■･

)国内の研究開発を軍に推進するには､臨床研究中核病院等の軌点整備に加え

､研究開発にかかる専門職種がそれぞれの職能を研摸し､専門性を深化させてい

くことが不可欠であるため､これまでの取組を踏まえ､臨床研究の拠点内外における人材開発や朝蘭垂連携ネットワーク構築を

目指丸また､新型コロナウイルス感染症に対する臨床研究 ･治験等の実施を契機

とし医学系研究に係る情報発信の重要性が示唆されたことから､上記専門職種

等の取組とともに､国民が理解しやすい研究情報を発信でき争人材の開発等の

体系化を進め､日本全体としての研究開発

促進を図る｡実臨床において､ゲノム医療 ~(個人のゲノム情報等

に基づくその人の体質や症状に適した医療)を推進するため､AMED研究により､臨



Vll.医療の国際展開の推進

医療技術や医薬品､医療機器に関連する人材育成､日本の経験
･知見を活かした相手

国の医療 ･保健分野の政策形成支援を行うため､我が国の医療政策等に関する や医師等医療従事者

の諸外国-の派遣､諸外国からの研修生の受入れ等を実施する｡また､

企業によるWHO事前認証等の取得支援を行うことで､日本製品の海外展開を

推進する｡医療機関における多語 コミュニケーション対応支援や､埠方自

治体における医療機関等からの相談にワンストップで対応するた吟の体制整備

支援などの取組を準じ､外国人患者が安心して医療を受けられる環境の整備を

進める｡'過去に医療費の不払等の経歴がある外国人に対して厳格な入国審査を実施す

るための仕組みに協力することにより､医療幾関等が安心し

て外国人に医療を提供できる環境を整備する｡IlIIlIIllLl

Il)llllll1I11I11 【令和2年度第三

次補正

予算案】○ 外国人患者の受入れのための医療体制確保事業 (再掲･4ページ)

＼新型コロナウイルス感染症緊急勧舌支援交付金 1.2兆円の内数rl

[健康局予算案に計上]外国

人患者受入医療機関等に対し､宗教･文化対応等を含む外国人患者の受入れに必要な費用の支

援基行う｡○ 新型コロナウイルス感動走患者相談･受入れ施設に対する電話

通訳サービス事業 (再掲･4ページ) 29



▼■▲

VllL巷種施策

死因究明等の推進を図るため､行政角締りや死亡時画像診断を実施するために

必要な経費の支援､検案する医師の資質向上など､必要な施策を

講じる｡国立ハンセン病療養所において､入所者の療養環境の充実を図るため

､医療及び介護に関する体制の整備及び充実に必要な経費を確保する｡また､新型コロナ

ウイルス感染症等の感染管理対策に係る体制の強化を図る｡I: 【令和2年度第三次補正

予算案】○ 新型コロナウイルス感染拡大防止に係る国立ハンセン病療養所看芸朝市養成所の体制整備

17百万円国立ハンセン病療養所における新型コロナウイ

ルスの を図るため､看護師養成所において､遠隔受業を実施するためのICT整備や
､
臨地実習を学内演習に代替するために必要な

Iシミ土レ一夕｢購入等を行う｡
'
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～
国立病闘幾構の円滑な運営に必要な経費を確保する
｡
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経済連携協定 (EPA)に基づきインドネシア､フィリピン､ベ トナムから入国

する外国人看護自幡 甫者について､その円滑かつ適正な受入れ及

び受入れの拡大のため､看護導入研修を行うとともに､受入施設に対する巡回指導

や学習環境の整備､候補者-の日本語や

専門知識の習得に向けた支援等を行う｡【経蘇動賢協定関係の予算の内訳】

･外国人看護師･介護福祉士等受入支匿事業･外国人看護自制顛肺 習支援

事業 62百万円104百万円上記以外に医療提供体制推




